育成会だより原稿

今号のテーマは｢働くを支援する｣です。

働くことはともすれば義務と考えがちです。働かないと食えないとか、働かないと一人前じゃないとか。そのように言われることもあります。
少し堅い話になりますが、しかし、働くことは権利でもあります。わが国の憲法第２７条に「すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。」と定めがあります。法の下の平等の考えに立てば、障害者の場合も働くことは権利です。
障害者権利条約第２７条では（抜粋ですが）、「締約国は、障害者が他の者との平等を基礎として労働についての権利を有することを認める。この権利には、障害者に対して開放され、障害者を包容し、及び障害者にとって利用しやすい労働市場及び労働環境において、障害者が自由に選択し、又は承諾する労働によって生計を立てる機会を有する権利を含む。」と規定されています。　
さらに、障害者権利条約は、労働の場において障害者の個別の状況に応じた環境の調整により平等を確保するとする合理的配慮を講じるべきであるとのスタンスで、労働に関して規定を設けています。
しかし、現実、わが国ではどうでしょうか。障害のある人は望んでも働くことが困難な場合が多くあります。このことは、労働権が支える｢健康で文化的な最低限度の生活を保証する｣生存権をも危うくすることを意味します。
また、一般就労に関する法律は障害者雇用促進法であり、他方、福祉的就労と呼ばれる部分は障害者総合支援法にあるように福祉施設における就労のことであり、利用者の法的位置付けは労働者でなく福祉の対象者です。その中で、就労継続支援事業Ａ型においては、事業主と雇用契約を結び、最低賃金が適用されるなど、矛盾した位置付けを含んだ事業体系となっています。
働くということの意味を考えた場合、経済的意味は当然として、「人間的利益」も重要なものだ言われています。「人間的利益」については、ベント・アンダーソンは保護雇用制度に関連するＯＥＣＤ(経済協力開発機構)への報告書の中で触れています。「人間的利益」は、障害者が働くことによって生み出されるもので、①人間関係の改善、②病気の減少、③依存症の減少、④余暇活動の改善、⑤精神的疾患の兆候の改善等です。
さて、福岡市手をつなぐ育成会が、運営し働くことを支援する事業所の役割として、働く障害者の生活の確立への支援、ひいては障害者の人権の尊重、社会の一員としての存在の確立への支援などが考えられます。そのため、事業所に対して、働くことを支援し続ける専門性の維持し、向上しつづけることが求められます。
障害者の雇用は年々伸びています。しかし、一方で、公的な資料では見えにくいのですが、障害者の場合、定着率が低い（離職率が高い）という事実もあります。それは、仕事の内容と職場及び本人あるいは周囲の人における本人の就労上の適性の見極めがより困難だからかもわかりません。
この点において、事業所を運営する立場としては、利用者の適性を見極め、トレーニングを充実するとともに雇用側との連携を密にし、情報を共有して働きやすい、働き続けられる環境を整備する一層の努力が求められていると思っています。
国においても、障害者総合支援法の3年後の見直しにおいて、職場定着を支援するための新たな取組み、就労継続支援事業Ａ型における就労実績を加味しての評価の導入など、障害者の就労支援強化への取組みが予定されています。これらの状況を踏まえ、今後とも働くへの支援を取組んでいきます。
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